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お年寄りの IT 支援 
‐自治体と大学による IT 支援お助け隊の結成- 

 

八塩ゼミ お年寄り IT 支援チーム 
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・桐野 祥太（Kirino Shota）・中村 溫（Nakamura Haruto） 

（京都産業大学経済学部経済学科） 

キーワード：デジタルデバイド、お年寄り 
 

1. はじめに 

社会全体のデジタル化が進む中、日本ではお年

寄りのデジタルデバイドが問題となっている。デ

ジタルデバイドとは、ITを使いこなせる者と使い

こなせない者との間に生じる経済格差・情報格差

のことであり、高齢化が進む日本のデジタル化を

進める上で欠かせないものとなっている。IT は、

世界中で人々の生活を豊かで便利なものにする一

方で、その新たな利便性にとり取り残されるお年

寄りの方々を多く生んでしまっている。そこで、

お年寄りの「ITを使いこなすことは難しい」とい

う苦手意識を取り払い、どうすれば IT 機能に興

味を持ってもらえるか、また IT 機能を利用して

もらうための政策案を提案する。 

 

2 現状と分析 

世界中でデジタル化が進んでいる中で日本でも

デジタル化の促進を図ろうとデジタル改革が行わ

れている。デジタル庁の創設や教育のデジタル化、

テレワークといったように新しい社会に生まれ変

わろうとしている。その流れに取り残されつつあ

るのが高齢者だ。日本はデジタル化の流れと反比

例して高齢化が著しい。そして、スマートフォン

やタブレットに対する必要性を感じておらず、ま

た、操作方法がわからないといった高齢者が一定

数存在する。したがって、デジタル化推進に伴い

高齢者への目配りが不可欠になってくる。とはい

え６０代の半数以上の方々がインターネットを利

用し、ショッピングやコミュニケーション手段と

して利用しているという事実もあることから、デ

ジタル化への対応は、可能であると我々は考える。 

図１ スマホ、タブレットの利用状況 

 
図２ スマホ、タブレットを利用しない理由 

 

高齢者がデジタルデバイスを活用する上での阻

害要因が「メンタルモデル」「入力操作」「モチベ

ーション」の 3点であると我々は考えた。ITで何

ができるかを提示してメンタルモデルが描けたと

しても、デジタルデバイスを自由に操作するには、

タッチによる入力操作を習得する必要がある。そ

の入力操作を覚えるうえで必要不可欠なのがモチ

ベーションの維持なのである。我々が IT 活用を

教えるにしろ、機械やインターネットについて詳

しい人がお年寄りへ教えるにしろ、教わる側に向

上心や興味が必要な事は確かである。また、何が

できるか分からない。どのような場合に使えば良

いか分からないなどの「分からない」というとこ

ろも改善する必要ある。以上のことから、高齢者

が持続的に IT を「利用したい」と思う明確な目標

設定をすることも必要だと分かる。 

高齢者に興味を持ってもらう目標設定をする上

で、必要不可欠なのがメリットを提示する事であ

ると我々は考える。最初はごく単純なもので良い。

例えば SNS やネットショッピングである。SNS で

のコミュ二ケーションや、ネットショッピングで

欲しいものを調べてもらい、何を知れるのかを実

際に体験してもらう。何が出来て、どのような時

に使うのかを知って実際にやっていただければ自

ずと興味は湧く。ITへの興味の持続性に関しては、

一歩目さえ踏み出せばより深く踏み込みたくなる

と考える。本来、IT自体をよく考えれば、高齢者

に寄り添ったものである事の理解もできるはずだ。 

である。携帯一つ、パソコン一つで生活の大半を

カバーできる世の中になった今、本当の意味で IT
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を使うべきなのは我々若者ではなく高齢者の方々

なのである。年齢を気にせず社会に参加できる IT

は、老後の生活を華やかにしてくれる物であるこ

とを自覚してもらうことが最重要だと考える。 

 

3.政策案 

我々は、大学生中心の IT 支援活動を政策案とし

て挙げる。アルバイトを提案する。大学生による

支援活動を行うためには、自治体との連携が必要

だ。支援活動を行う上でブースを開くお金がかか

る。そのため自治体に開設費などを担っていただ

き、ブースを開設する。支援活動を行うにあたり、

自治体による協力は必要不可欠である。大学生主

体で実施する理由は、講習会ほど堅苦しくもなく、

学生生活の中で執り行うことができ、緩く楽しい

雰囲気の活動ができるからである。サブスクリプ

ションのように、定額で費用がかかるようなもの

に対して、お年寄りはより一層不安感を覚えるだ

ろうし、心理的ハードルも上がるため参加費を無

料で開くのが前提である。興味を持ってもらうこ

とが目的なので、敷居を低くして、「なんとなく来

て見た」と言うような緩さを作りたい。次に、大

学生による支援活動を行うための自治体との連携

について具体的に取り上げる。支援活動を行う上

でブースを開く必要があるが、ブースを開くのに

は場所を借りるのにもお金がかかってしまう。そ

のため自治体に開設費などを担っていただき、ブ

ースを開設する。支援活動を行うにあたり、自治

体による支援協力は必要不可欠である。 

実際、神戸市でお年寄りを対象にした新型コロ

ナワクチン接種申込お助け隊という取り組みがあ

った。これはインターネット予約が不安な方を会

場に集め学生が予約をスムーズに進めるようにサ

ポートするという活動である。この取り組みは、

神戸だけでなく島根や静岡など様々な都道府県に

まで広がっており、学生がサポートすることによ

って余剰ワクチンの使用まで促進されている。こ

れはあくまで新型コロナワクチンの接種申込みで

あり、我々はより視野を広げてワクチン接種申込

に留まらず IT支援を行いたい。例えば、スマホ決

済を利用したいお年寄りが参加する場合に、スマ

ホ決済アプリのインストールや登録をこちら側が

行い、アプリ内へのチャージ方法などをお年寄り

に教える。結果、必要最低限の情報だけを教える

ことができ、お年寄りはスマホを利用しながらの

買い物を楽しめるようが期待できる。そのために

も自治体による協力、支援活動費用などの供給は

必要である。ターゲットは京都市の京都の各大学

とし、京都市が会場をいくつか指定、各大学に割

り振って、各大学が各会場の学生のバイトなどを

集める。各会場ではワクチンのお助け隊のように

学生のアルバイトが一定時間待機し、来場するお

年寄りに IT 操作を一緒に行う。バイト代や会場

費用は京都市が出す。ITの普及は経済全体にとっ

て重要なので税金を使って取り組みを行う価値は

あると考える。 

 
図３イメージ図 

 

4.展望 

大学との連携を実施することにより、人件費の

削減や参加しやすい雰囲気の形成などの効果が見

込めると考える。大学との連携を実施することに

より、若い人員の確保や参加しやすい雰囲気の形

成などの効果が見込めると考える。さらに、神戸

市の例からもわかる通り、自治体と連携すること

は参加者の不安を取り除き参加者の増加に繋がる。

また、高齢者自らネットワークを活用できるよう

になることで、ネットショッピングの利用などに

よる日々の生活の簡略化が期待できる。それに伴

って高齢者のネット利用時の広告や通販など消費

の機会の増加も見込めるだろう。このような動き

は、デジタル化が進む世の中でこれまでネット端

末に不慣れだったお年寄りを取り残すことなく、

デジタル社会の実現へ進むことができると考える。 

 

参考文献 
（出典）内閣府（2020）「情報通信機器の利活用に関する

世論調査」を基に総務省作成 2022/10/26 

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepape

r/ja/r03/image/n1104110.png 

（出典）内閣府（2020）「情報通信機器の利活用に関する

世論調査」を基に総務省作成 2022/10/26 

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepape

r/ja/r03/image/n1104120.png 

超スマート社会における高齢者の IT 活用を促進する

“人に寄り添うテクノロジー”の展望 2022/10/26 

超スマート社会における高齢者の IT 活用を促進する

“人に寄り添うテクノロジー”の展望 (ipsj.or.jp) 

新型コロナワクチン接種申込お助け隊 2022/10/26 
神戸市：（終了しています）新型コロナワクチン接種申込

お助け隊 (kobe.lg.jp) 
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避難所での高齢者支援策 
‐熊本地震からの教訓‐ 

 

同志社大学政策学部武蔵ゼミ防災・減災チーム 

○坂木 香心（SAKAKI KOUMI）・内橋 勇太（UCHIHASHI YUTA）・茂野 一（SHIGENO 

HAJIME）・泉 爽真（IZUMI SOMA） 

（同志社大学政策学部政策学科） 
キーワード：避難所支援、高齢者 

 

１章  はじめに 

【研究の背景】 

熊本地震は、短期間のうちに震度 7という阪神・

淡路大震災と同規模の地震が 2回続いたことによ

る多数の家屋倒壊により、多くの住民が市町村の

設置した避難所への避難を余儀なくされた。避難

所数及び避難所のピークである平成 28 年 4 月 17 

日（本震翌日）は、避難所設置個所が 855 箇所、

避難者数が 183,882 人となるなど、発災当初は県

民の１割以上の方が避難した。 

 
図１ 熊本地震による熊本県の避難者数と避難

所の推移（出典：内閣府防災情報のページ） 

また、度重なる余震への警戒等から多くの指定避

難所以外の避難所及び車中への避難者が存在した。

狭い車の中で過ごす方も非常に多かったため体を

動かすことが少なくなり、水分の不足もあってエ

コノミークラス症候群と呼ばれる血管病変に罹患

した方が続出した。不自由で不活動の状態が続く

生活では、エコノミークラス症候群やロコモティ

ブシンドロームの危険性が高まる。そのためにも

運動は生活のリズムをつけ、ストレス対策にも有

効である。実際に我々は避難生活で行う運動とし

てラジオ体操が有効であると考えた。ラジオ体操

であれば場所の制約も受けず、誰でも気軽に行う

ことができる。また、発災直後の栄養バランスの

配慮も困難であった。発災後の非常食や自衛隊等

の炊き出し、その後の避難所生活の長期化に伴う

弁当等の提供において、食中毒予防等を優先した

上で膨大な食数を確保せざるを得ない状況等から

栄養バランスに配慮した食事への見直しが難しか

った。避難所食事提供状況アセスメントを実施し

たが、その算出に時間を要し、日々変化する各避

難所への状況に合わせた改善につなげることが難

しい場合もあった。  

【先行研究】 

山本（2017）は、災害時に発症するエコノミー

クラス症候群について整理している。その中で、

熊本地震でのエコノミークラス症候群に関しては、

熊本地震血栓塞栓症予防プロジェクトによる避難

所での DVT 検診や、生活指導などが行われていた

としている。しかし、発災から約 2か月間の 2,023 

人への検診結果のうち、185 人は脚に血栓が見つ

かったことが報告されたとしている。また、齊藤、

須藤、笠岡、下浦（2021）らは、熊本地震の食問

題について整理しているが、その中に「水分摂取

量の減少」問題があった。この「水分摂取量の減

少」については、物資不足に加え、物資が十分に

支援されたとしても、支給場所や方法を知らない

可能性もあるのではないかとしている。さらに、

水分不足問題は、車中泊により引き起こされるエ

コノミークラス症候群の予防のためにも水分補給

の重要性を提起している。 

【研究の目的】 

災害の際に自宅が住めない状態になってしまい、

避難所生活を余儀なくされるという被災者は少な

くない。しかし、ほとんどの人にとって避難所生

活は初めてのことであり、普段の暮らしとは大き

く異なるため困ることも多い。特に個々の支援ニ

ーズが吸い上げられないなどの問題がある。避難

所では赤ちゃんから高齢者まで様々な年代の方が

過ごしており、なかには国籍が違う方、持病や障

害のある方、介助やサポートが必要な方もいる。

これらの人たち一人ずつに異なる支援を行うこと

は非常に難しい。よって我々は特に高齢者に焦点

を当て、避難所生活をする上での問題点やリスク

を少しでも軽減し、安心できる環境づくりをする

必要があると考えている。 

 

２章  研究の方法 

私たちのゼミのメンバーの一人が熊本県出身とい

うこともあり、2016 年に起きた熊本地震を取り上

げ、研究することにした。具体的にどのような研

究をしたかというと、まず熊本県庁健康福祉政策

かに取材することにし、当時の避難所の詳しい状
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況や、避難所の中で苦労したこと、熊本地震発生

以前に対策されていたこと、そしてその対策が円

滑に進めたのか、否かなどについて聞くことにし

た。その中でも高齢者、障害者、妊婦さんへの支

援に重きを置き聞き取りをすることにした。当時

の対応状況としては、必要に応じ、要配慮者を個

別訪問の上、行政、事業所、医療機関、ボランテ

ィア団体等につなぎ、支援が受けられるよう調整

したり、県ホームページや市町村を通じて要配慮

者に必要な情報提供を行うとともに、市町村に対

して要配慮者の支援ポイントなどの情報提供を行

うことにしたとのことであった。円滑に対応でき

た点としては、専門職員等による個別訪問を実施

し、在宅の高齢者、障がい者等の安否確認のため、

民間団体等と連携の上、専門職員等が個別訪問を

したり、社会福祉施設等に対する介護職員等の応

援派遣の実施を行い、被災した社会福祉施設や福

祉避難所の人員不足を補うため、他県などから介

護職員等の応援派遣の受け入れを実施した。また

認知症患者等に係る支援の推進をし、ボランティ

アによる避難所カフェの開設、認知症コールセン

ターの無休化により、高齢者やその家族の負担や

不安の軽減が図られた。さらに、旅館、ホテルな

どを避難所として提供、熊本県旅館ホテル生活衛

生同業組合と連携し、旅館・ホテルを避難所とし

て提供することで、約 2300 人の利用があり、要配

慮者にとって安心した避難生活を送れる一助とな

った。 

これらの政策を行う上で出た課題点としては、

発災直後は、社会福祉施設の被災や一般避難者の

受入れ、介護職員の不足などにより、福祉避難所

制度の十分な運用ができなかった。避難所での生

活が長引き、災害関連死者が増えてしまったなど

が挙げられる。  

そして私たちは、地震による建物の倒壊や津波

などによる直接的・物理的な原因で亡くなるので

はなく、災害による負傷の悪化や避難生活等の身

体的負担による疾病で亡くなることを指す、いわ

ゆる災害関連死の問題が顕著であると考えた。熊

本地震の災害関連死の内訳をみると、災害関連死 

197名のうち、70歳以上の死亡者が153名となり、

高齢者が 8割以上を占めていることがわかる。死

因が呼吸器官系・循環器関係の疾患、内因性の急

死・突然死とあることから、高齢者の生活環境の

変化が災害関連死に大きくかかわっているといえ

る。  

以上の課題点から、震災後の要支援者への配慮

や政策はとられているものの、避難先や避難所生

活など避難後の生活での要支援者の災害関連死が

気になった。  

 

３章   政策立案   

以上のことから、災害関連死する高齢者を減ら  

すために、避難所で高齢者に毎朝のラジオ体操の

実施、被災者同士の団欒の時間の確保をするとい

う政策を提言する。高齢者が災害関連死をしてし

まう原因として運動不足による体調の悪化や、話

し相手がいないことによる孤独死等があげられる。

それを解消するために、毎朝決まった時間にラジ

オ体操を行い、主に高齢者の体調管理を行う。ラ

ジオ体操は高齢者でもできる簡単な運動であり、

体を動かすにはうってつけのものである。これを

することによって運動不足の解消や、毎朝決まっ

た時間にすることにより時間感覚を失わず、健康

的な生活を行うことができる。  

 また、被災者同士の団欒の時間を確保するという

のは、震災で家族を失った被災者やもともと独り

身の高齢者等が避難所生活をするうえで少しでも

リラックスして過ごしてほしいからである。避難

所において、一人で生活をするというのは想像よ

りも過酷で不安が絶えないものだと考える。それ

ゆえ高齢者の孤独死のような災害関連死につなが

ってしまうのである。具体的には、朝、昼、夕方

のように時間を決めて、十分間だけでもいいので

隣近所との団欒の場を設けてみる。老若男女問わ

ず周りの人々との交流の場を設けてみる。これを

災害で苦しむ人々の中で、少しでもその悲しみを

和らげる場にして欲しい。避難所での苦しい生活

を過ごす中で、唯一の希望を見出せる場となって

欲しい。そんな意味も込めて団欒の場を設けると

いう政策を提言する。  

これらのように災害での直接的な被害ではなく、

災害が終わった後に亡くなってしまうという災害

関連死をする高齢者を少しでも減らすために、避

難所の生活というのはとても重要なものになって

くる。震災で被害を受けるのは我々若い世代より

も高齢者のほうが格段に多い。そんな高齢者を守

るために、高齢者の健康管理や精神面のケアを率

先して行わなければいけない。  

（総文字数 3281 文字） 
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コロナ禍の留学生の生活課題と解決策 
‐日本人学生との比較を通して‐ 
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○神原雄大（Yudai Kanbara）・黒川康智（Yasutomo Kurokawa）・田宮和也

（Kazuya Tamiya）・天正寛人（Hiroto Tensho）・東野新大（Arata 

Higashino） 

（龍谷大学経済学部現代経済学科） 
キーワード：留学生、孤立、交流 

 

1. はじめに 

2021 年度時点で高等教育機関および日本語教育

機関に在籍する留学生は約 24 万 2 千人であり、

コロナ禍以前と比べて減少したものの、依然とし

て多くの留学生が日本を留学先として選んでいる

(日本学生支援機構 2022)。このように留学生の

受け入れは活発であっても、母国を離れて生活す

ることは言語や文化、生活習慣の違いによる困難

に直面しやすく、授業参加、課題、単位取得など

の学業をめぐるストレスは日本人学生より大きい

との指摘もある（石井ほか2022, p.21）。 

コロナ禍で経済・社会活動が制約されたことで、

留学生の生活もさらに困難になったのではないか

と考えられる。そのため、留学生の生活実態を明

らかにするべくアンケートとインタビューによる

調査を行った。その結果、アンケート調査では留

学生は日本人学生と比べて生活満足度が低く、経

済的困難を感じており、困ったときに頼れる人の

数が少ない傾向があることが分かった。また、イ

ンタビュー調査では日本人学生との交流機会が少

ないという声が多くあり、これを踏まえて留学生

と日本人学生の交流機会を増やすことを提案する。 

 

2. 手法と結果 

2022 年 9 月中旬から10 月初旬にかけて、龍谷大

学と同志社大学の留学生を含む大学生を対象にア

ンケート調査を実施し、さらにアンケートに回答

のあった留学生を対象として対面及び Web インタ

ビュー調査を行った。 

アンケート調査は経済的状況やアルバイト経験

などについて質問を行ったもので、ポスターの掲

示、教員の協力を得て講義中に調査への協力を呼

びかけ、回答は Google フォームで受け付けた。

251 名の有効回答が得られ、そのうち約半数の 127

名が留学生であった。アンケート結果の集計には 

Python (Rossum and Drake 2009) を利用し、ク

ロス集計表を使って日本人学生と留学生の回答を

比較した。 

 
1 他に「アルバイトによる寝不足や疲労で、授業を遅

刻・早退・欠席した」や「アルバイトが忙しく、大学の

生活満足度を 1点から5点の 5段階評価で尋ね

た質問では、日本人学生の平均が約 4.0 点に対し

て、留学生では約3.7 点と低い傾向が見られた。 

経済的に困難を感じることがあるかを尋ねた質

問では、日本人学生の約 38.7%が「当てはまる」も

しくは「大いに当てはまる」と回答したのに対し、

留学生ではその割合が約 57.5%となった（図 1）。 

 
図 1：経済的に困難を感じることがありますか？ 

 

アルバイトに関する質問では、アルバイト経験の

有無に加えて働き方やアルバイト先の探し方につ

いて尋ねた。112 人（約 90.3%）の日本人学生と 81

人（約 63.8%）の留学生がアルバイト経験ありと

回答しており、留学生のアルバイト先としては飲

食店とコンビニ・スーパーが最多で、この業種を

選んだ留学生は日本人学生よりも多かった（日本

人学生約 13.4%、留学生約 40.7%）。 

アルバイトの探し方では日本人学生、留学生とも

に求人サイトの利用が最多だが、留学生では知人

からの紹介が多い傾向が見られた（日本人学生約

20.5％に対し、留学生約 37.0％）。 

妻木(2022)を参考にアルバイトによる学業への

支障の有無を 6段階で尋ねた質問では、日本人学

生の約 48.2％が「ない」と答えたのに対し、留学

生では約 30.9％に留まり、留学生の約 33％は

「時々ある」以上の頻度だと答えている（図 2）。

他の同様の質問においても、留学生の方が高い頻

度を選ぶ傾向が見られた1。 

勉強（課題、試験、レポートなど）をする時間がなかっ

た」などについて同様の形式で質問を行った。 
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図 2：アルバイトによって学業に支障が出た 

 

困ったときに頼れる人の数を尋ねた質問（図

3）では、日本人学生の中央値 5人に対して留学

生の中央値は 3人となり、日本人学生と比べて留

学生は困ったときに頼れる人が少ないという結果

になった。インタビュー調査においても、日本人

学生との交流が少なく残念だという留学生の声が

聞かれた。日本人学生と留学生の交流会は龍谷大

学でも行われているものの、開催が少なく正規留

学生でなければ参加できないなどの制約があると

の指摘もあった。 

また、大学生を対象とする相談窓口の存在を知

っていても、言語や国籍の違いのために利用しづ

らい、あるいは利用できないとの声もあった。 

交流や頼れる人の少なさは、講義やサークルと

いった学生生活の様々な場面で学生同士の助け合

いを難しくし、留学生の中でアルバイトによる学

業への支障が多いことの一因と推測される。 

 
図 3：困ったときに頼れる人は何人いますか？ 

 
3. 政策提言 

今回実施したアンケート調査から、留学生は日本

人学生と比べて「頼れる人」の数が少なく、生活

満足度が低い傾向であることが分かった。またイ

ンタビュー調査では、大半の留学生から日本人学

生との交流機会の少なさに不満を抱く声が聞こえ

た。 

以上の結果を踏まえて、留学生と日本人学生の交

流機会を増やすことを提案する。例えば龍谷大学

では、共生のキャンパス推進事業の一環として、

ミニゲームを通じて撮影技法を学び、学内外での

写真撮影を行う「写真でつながるプロジェクト」

や、充実した大学生活を送ることができるように

と希望を込めたメッセージボードを作成し、花の

鉢植えを添えて学内に設置する「花いっぱいプロ

ジェクト」などの交流促進事業を行っているが、

その頻度を増やし、さらには全国の大学に広げる

ことが望まれる。その場合、交流事業の継続的な

運営のためにも大学側の体制強化や、学生の活発

な参加が必要となるだろう。 

また留学生が利用できる相談窓口を増やすため

にも、相談窓口の多言語対応を拡充することが求

められる。加えて留学生に限らず、臨床心理士等

に相談することに敷居が高いと感じる学生も少な

くはないと考えられることから、年齢の近い学生

同士で相談できる仕組みがあると、より留学生の

孤立を防ぐことができるのではないだろうか。 

日本人学生との交流機会や、利用できる相談の機

会が増えれば留学生の孤立を防ぐことができ、よ

り良い生活にもつながると期待できる。 

龍谷大学をはじめとした各大学では、今回のコロ

ナ禍によって対面授業や課外活動が制限されてい

た。しかし現在では対面授業や課外活動が再開さ

れており、留学生と日本人学生が交流する機会を

増やすことはこれまでより容易になっていると思

われる。 

 

4. 終わりに 

今回の論文では留学生と日本人学生の交流機会

に焦点を当てた政策を提案した。一方で今回実施

した調査では、留学生にとって家賃などの住宅関

連の費用が負担となっていることを示す回答があ

り、留学生の経済状況を改善する政策を提案する

ことが今後の課題である。 

今回実施した調査では、龍谷大学グローバル教育

推進センターや先生方、熱心に回答してくれた学

生の協力によって短期間で多くの回答が得られた。

本調査を通じて留学生の生活環境の改善に少しで

も貢献できれば幸いである。 
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児童虐待防止策と し てのハイ リ ス ク 家庭への支援 
‐ ス テッ プフ ァ ミ リ ー事例に着目し て‐  
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（ 京都府立大学公共政策学部公共政策学科）  

キ ーワ ード ： 児童虐待、 ス テッ プフ ァ ミ リ ー、 公民連携 

 

1.  研究の目的 

日本政府が批准する 児童の権利に関する 条約に

よ れば、 児童は「 その人格の完全なかつ調和のと

れた発達のため、 家庭環境の下で幸福、 愛情及び

理解のある 雰囲気の中で成長すべき である 」（ 前文）

こ と が謳われており 、「 生命に対する 固有の権利」

（ 6 条） を保障し ている 。   

厚生労働省が定める 子ども 虐待対応の手引き に

おいては、 子連れ再婚がリ スク 要因の一つである

と さ れている 。 子連れ再婚の類義語と し てス テッ

プファ ミ リ ーが存在する 。 ステッ プファ ミ リ ーと

は、 一般的に少なく と も ひと り の親が、 血のつな

がり のない子をも つ家族のこ と を指す。 ス テッ プ

ファ ミ リ ーと なった場合、 家族関係の複雑化や生

活習慣の変化が起き る ので、 家族がま と ま る のに

時間がかかる 。 血縁関係にない者どう し の親子関

係の構築について思い悩んでし ま う 者も 多い。 し

かし 、 ステッ プファ ミ リ ーと いう 言葉自体の知名

度の低さ と 周囲の無理解、 再婚家庭である こ と の

後ろめたさ 等から 相談し にく い環境がある 。 こ の

よ う な状況にある から こ そ、 行政によ る 支援が求

めら れる が、 ス テッ プファ ミ リ ーへの理解が進ん

でおら ず、 相談窓口で親を責め、 的確なアド バイ

ス を送れない、 と いったケース も 起こ っている 。

ひと り 親家庭への支援は国・ 自治体で取り 組まれ

つつある が、 再婚家族への支援は虐待のリ ス ク 要

因と さ れながら も 、 いまだ無策に等し い。 こ れに

対し て、 ス テッ プファ ミ リ ーを長年支援し 実績の

ある 民間団体（ 以下、「 民間」 と 略すこ と がある ）

は存在する 。 そこ で、 本研究では、 リ スク アセス

メ ント によ る 予防の観点から 、 ス テッ プファ ミ リ

ーの特性に応じ た行政・ 民間の連携支援の可能性

に焦点を当てた児童虐待防止策について検討する 。 

2.  研究方法 

ま ず、 ステッ プファ ミ リ ーの連携支援に関し て

文献調査を行った。  

次に 2 つの民間団体と 1 つの地方自治体に対す

る ヒ アリ ング調査を行った。 こ れら のヒ アリ ング

結果をも と に、 虐待防止に繋がる 民間と 地方自治

体の取組み・ 課題等をそれぞれ抽出し 、 効果的な

協働を実現する ための評価、考察を行った。現在、

日本ではス テッ プファ ミ リ ーに対し て専門的に支

援を行なっている 民間団体は少ない。 民間団体の

調査先は、 主要な団体である NPO法人 M-STEP と

非営利団体 SAJ( ＝Stepf ami l y Associ at i on of  

Japan) である 。 両者への調査は、 オンラ イ ン会議

シス テムによ り 実施し た。 自治体の調査先は、 子

ども 支援に熱心に取り 組んでいる 枚方市の子ども

の育ち見守り 室と なと な 子ども 支援課である 。

こ の自治体への調査は対面で行った。 行政と 民間

の連携支援の可能性を中心に、 事前に調査する 内

容をまと めて、 半構造化面接法によ り 実施し た。  

「 M-STEP」 は 2014 年に設立さ れた非営利団体

で、 無料の電話相談、 有料のオンラ イ ンカウ ンセ

リ ング、 当事者同士の交流会実施、 SNS での情報

発信、 講演会の開催、 支援者の養成等の支援を行

っている 。「 SAJ」 は 2001 年から 無償のボラ ンティ

アメ ンバーによ って日本で最も 長く 活動し ている

団体で、 無料の電話相談、 当事者同士の交流会実

施、 一般人や行政へ向けた講演会やセミ ナーの開

催、 情報発信や社会への呼びかけと いった啓蒙活

動等の支援を行っている 。  

枚方市は人口 397, 063 人、 184, 803 世帯の自治

体である（ 令和 4 年 9 月 1 日現在）。虐待相談も 行

う 子ども 支援課がすでに独自でス テッ プファ ミ リ

ーの支援冊子（ 大人版と こ ども 版） を作成し 市民

等に配布し ている ため、 ヒ アリ ング調査の対象と

し て適し ている も のと し て選定し た。  

3.  結果  

( 1)  M-STEP 

① 支援上の課題点 

ステッ プファ ミ リ ーへの認知度が低いため、 専

門窓口が少なく 、 ひと り 親に比べ再婚後の支援が

少ない。  

② 課題解決に向けた取組み 

全国的なネッ ト ワ ーク を構築し 、 ステッ プファ

ミ リ ーの支援拡大を目指し ている 。  
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③ 自治体に求める こ と  

( ア) 婚姻届と 共に養子縁組を届けら れた際の、

NPOの存在や支援についての紹介 

( イ ) 窓口等への NPO作成リ ーフレッ ト の設置 

( ウ ) 現場の職員のス テッ プフ ァ ミ リ ーに関す

る 知識習得 

1 ⑵ SAJ 

① 支援上の課題点 

認知度が低いので、いかに理解し ても ら う か。 

② 課題解決に向けた取組み 

ス テッ プフ ァ ミ リ ーの抱える リ ス ク 等を 認

知し ても ら う 情報提供活動を進めている 。  

③ 自治体に求める こ と  

( ア)  行政のス テッ プファ ミ リ ーへの問題意識、

知識が乏し く 継親のス ト レ ス や適切な行

動について理解が進んでいない。 自治体ご

と の子育て支援講座にス テッ プフ ァ ミ リ

ーの講座も 導入し てほし い。  

( イ ) 冊子を 作る だけでは広報活動と し て不十

分である 。 冊子を作っ て終わり ではなく 、

継続的かつ切れ目ない支援が必要である 。 

⑶ 枚方市 

① 冊子作成に関する 活動内容 

( ア) 支援冊子作成と その経緯 

子育て支援のなかでス テッ プフ ァ ミ リ ーな

ら ではの問題を感じ 、 特別な支援環境が必要だ

と 考え、 作成に至った。 大阪市等の前例や SAJ

のホームページを参照、 所内臨床心理士から の

聞き 取り をふま え、 元大学教授監修のも と 完成

さ せた。 平成 29 年 3 月、 市民対象に各 2000 部

発行、 市民課・ 児童手当担当課、 保健センタ ー

等に設置し 、 市ホームページにも 掲載し ている 。 

( イ ) 作成によ る 効果 

・ 同じ 悩みを持つ人の存在の可視化によ り 当事

者の安心を生む。  

・ こ ども 版パンフレッ ト を読むこ と で、 大人が

子ども 側の気持ちを理解でき る 。  

・ ス テッ プファ ミ リ ーについて話題にし やすい。 

② 支援上の課題点 

社会的に再婚を 言いにく い状態で必要な人

に、必要なと き に、どのよ う に誰から 渡すのか。 

③ 民間と の協力について 

( ア) 既に NPOが作成し た冊子の役所設置はすべ

ての冊子と いう 訳にはいかない。 ただし 、

連携がある 場合には設置可能である 。  

( イ )  市内に所在し 活動が見えている 団体の方

が好まし い。  

4.  考察 

ステッ プファ ミ リ ーは、 前述の通り 、 虐待のリ

スク 要因がある と さ れており 、 個別の支援が安全

性の観点から 必要である と いえる が、 現状その認

識ができ ていない自治体が多い。 民間団体への調

査結果⑴①・ ⑵①から も 支援課題と し て自治体へ

の認知度の低さ が挙げら れた。 一方、 自治体の長

所には、 当事者の捕捉率の高さ 、 広範囲への支援

が可能な点がある 。 自治体は支援者と し て相応し

いが、 いま だ一般的に認知度が低い。 枚方市は、

ステッ プファ ミ リ ーが初婚家庭と は別の困難を抱

えている こ と を認識し 子育て支援を行っている 点

で他の自治体と 異なる 。 その調査結果⑶①の(イ )

から 、 冊子作り ・ 配布が当事者だけでなく 職員の

知識、 理解を深める 上で有用である 。  

し かし 、調査結果⑵③の(イ )のと おり 、冊子づく

り だけでは協働や継続的な支援にはつながり にく

い。自治体は⑵③の(ア )の指摘のと おり 、子育て支

援の一環と し てス テッ プファ ミ リ ー講座を常設項

目に含める べき である 。 加えて、 全ての自治体窓

口が枚方市のよ う な認識下にはない現状から 、 相

談対象と なり やすい自治体の職員によ る 個別対応

の必要性やステッ プファ ミ リ ーが抱える 困難につ

いて理解を深める ための研修の実施が重要だと 考

える 。 職員への研修を行い、 理解と 問題意識を高

め、 直接的な支援を行う こ と が効果的であろう 。  

そのためには、 実績のある 民間の協力が不可欠

である 。 M-STEP は、 課題解決に向けて全国的な

ネッ ト ワ ーク 構築を目指し ている（ ⑴の②）。また、

SAJ は認知度向上のための活動を進め、 抱える リ

スク やスト レスについて理解する ための教育が必

要と の回答を得た（ ⑵の②③）。上記 2 点について

民間と 協働する こ と で、 民間の専門的な知識を活

用でき 、 ま た双方向の繋がり を作る こ と が可能で

ある 。 こ れは、 自治体、 民間両者と も 単体での実

施は難し いと いう 自助グループの実施など、 今後

新たな支援を行う 際に互いにと って有益になる と

考える 。⑶③の(イ )に示し たよ う に、協働対象と し

ては、 自治体周辺で活動し ている 民間団体が望ま

し いが、 オンラ イ ンツールの利用によ って遠方の

自治体と も 十分に協働可能である と いえる 。  
＜参考文献＞ 

(1)廣川嘉裕(2006)、「 行政と NPO の協働に関する 理論」、

ノ モス 、 19 号、 pp.87-98 

(2)畑本祐介(2015)、「 福祉行政と 非営利セク タ ーと の連

携・ 協働」、山梨県立大学人間福祉学部紀要、10 号、pp.11-
23 
(3)野沢信司,菊池真理(2021):「 ス テッ プフ ァ ミ リ ー 子ど

も から 見た離婚・ 再婚」、 KADOKAWA 

(4) 厚生労働省雇用均等・ 児童家庭局総務課（ 2013）、

「 子ど も 虐待対応の手引き （ 平成 25 年 8 月 改正版）」 
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『包括的性教育（CSE）』の推進のために 
‐国会議員への自由記述アンケートを通じて‐ 

 

現代社会学部藤野ゼミ A チーム 

○髙田侑希（Takata Yuki）・キムダビン（Kim Dabin）・橋本萌里（Hashimoto 

Moeri）・山本佳穂(Yamamoto Kaho)・後藤ほたる（Goto Hotaru）・山中菜緒（Yamanaka 

Nao）・山本侑佳(Yamamoto Yuka) 

（京都産業大学現代学部現代社会学科） 

キーワード：包括的性教育、政治的介入、人権 

 
1.研究目的 

1994 年に国際人口開発会議で「リプロダクティ

ブヘルス・ライツ」が提唱された後、1999 年に世

界性科学会議で「性の権利宣言」が採択された。

これらの会議の中で性は人権であり多様・多面的

であるとされたが、それらを受け、2000 年以降、

科学や人権やジェンダー平等など幅広い側面から

体系的に性を学ぶ「包括的性教育（CSE、以下 CSE）」

の必要性が国連で主張され始めた。またこれまで

の性教育を社会の実態に合わせていくことの重要

性も高まってきた。その流れから 2009 年にユネス

コなど国連がセクシュアリティ教育のガイダンス

を発刊、2018 年にはさらに改訂版を出すなど国連

が中心となり学校現場での CSE の普及を推進して

いる。 

国立社会保障人口問題の林氏によると CSE は、

欧州を中心に推進されている一方、ロシア、イス

ラーム諸国、日本等では消極的とされる。また、

アメリカの状況を見た場合、民主党政権は推進派

で、共和党政権は反対派であると指摘されており、

政治的な争点であることが推察される。猪瀬（2008）

によれば、日本で性教育は常に政治的な対立点を

作る領域であった。埼玉大学の田代氏も、朝日新

聞『論座』において日本の性教育の遅れは政治的

介入によるものだと指摘する。 

本研究では、欧州を中心とした国際社会の中で

実態に合わせ改善されてきた性教育である CSE が

なぜ「政治的事柄」に影響され推進されないのか

その理由を探るため、実際に政治家にアンケート

調査をする。その結果から、どのようにすれば「政

治的事柄」を乗り越え CSE が普及していくのかを

提案する。 

2.日本の「性教育」と政治との関係 

まず、日本の性教育と政治との関連を歴史的な

観点から見ていこう。 

1992 年は「性教育元年」とも呼ばれ、学習指導

要領が改訂・施行され、小学校段階から本格的に

性について教えるようになった年である。教育現

場でも性教育の研究授業が盛んに行われ、さまざ

まな工夫がなされるようになった。 

これまで日本の性教育は道徳教育の観点から

「純潔」が強調され、性をタブー視する傾向があ

ったが、この年以降、性教育の進捗が期待された。

だが、2000 年代初め以降、性教育の後退、いわゆ

る「バックラッシュ」が起こる。 

当時、性教育の副読本教材として作られた「ラ

ブ＆ボディ BOOK」（日本母子衛生研究会編）が政

治家（主に自民保守議員）によって批判され、2002 

年に絶版、在庫回収の措置がとられた。 

また、2003 年 7月の都立七生養護学校（現・七

生特別支援学校）で行われていた性教育が、都議

会で過激だと批判され、七生養護学校に関わる教

育関係者が都教育委員会によって処分された。こ

の事件はその後の日本の教育現場での性教育を萎

縮させることになった。 

さらに 2018 年に東京都足立区立中学校で 3 年

生の生徒を対象に行われていた性教育の授業に対

し、都議会議員が不適切と指摘した。 

七生養護学校に関しては裁判が実施され、2013

年に高裁が教育内容への政治介入は「不当な支配」

とし学校側が勝訴した。本来、性教育に政治が介

入するのは教育の中立性の観点から不自然と思わ

れるがその後も政治が介入している現状がある。

3.研究方法 

ある地域の国会議員 14名に郵送、Fax 併用でま

たは連絡のあった人にはメールで自由記述方式の

アンケート調査を7月21日～8月31日に行った。

匿名を条件にアンケートを実施し、回答してもら

ったため、地域名はふせる。14 の配布数に対し、

回答用紙が戻ってきたのは 6、そのうちの自民党

の 1人は「無回答」との回答で白紙での返却であ

り実質 1人の回答となる。 
表 1 政党の配布数と回答数 

 

アンケートの質問内容は大

問 3問で次の通りである。 

 
 

①性教育のあり方に対する考え 

②日本と国際水準との乖離に対する考え 

 特にここでは、国際水準と乖離していると指摘

されている３つに関する意見を求めた。1つ目は、
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「歯止め規定」で、学習指導要領で例えば中学校

では「妊娠の経過」は取り扱わないなどと規定し

ていることであり、CSE 推進の障害になっている

とされるものである。2つ目の「生命の安全教育」

は、2020 年以降、性暴力、性犯罪対策として義務

教育で実施されるようになったものであるが、国

際的な流れにある「性をポジティブにとらえる」

という点とは異なり、狭い範囲のものである。3つ

目の「避妊具や緊急避妊ピルへのアクセス」につ

いては、すでに多くの国で安価もしくは無料でア

クセスできる環境にあるが、日本ではそうではな

い状況にある。 

③性教育に対する政治の影響についての考え 

4.分析結果 

自由記述に対して文意を変えることなく、下記表

のとおり、概念化した。結果は次の通りである。 
表 2 アンケート調査の結果 

①性教育のあり方に対する考え 

・CSEに対する考え 

立憲、共産に推進に賛成だが、自民は教育現場に

課題があるため、推進ができないという立場のよ

うである。 

・日本の性教育の目的として大切にすべきこと 

野党からは、「リプロダクティブヘルス・ライツ」

「人権」など CSE のキーワードが強調されている

が、自民は「正しい性の理解」と表現されている。

自民の記述から 3か所この表現があり、規範性を

伴ったものに読め、曖昧な表現となっている。 

②日本と国際水準との乖離に対する考え 

・歯止め規定について 

自民や立憲 Aでは、「慎重に進めるべき」「議論す

べき」など、利害関係者等の他者を意識した回答

となっている。共産は CSE に合わせなくすべきと

の立場である。 

・生命の安全教育への評価 

自民が評価している一方で、立憲はそこからの発

展を求めている。共産からは世界の包括的性教育

とは異なるものとの明確な言及がある。 

・避妊具や緊急避妊ピルについて 

自民は「慎重に」とし、やはり利害関係者が背後

にあることを示唆した表現になっている。共産党、

立憲 Bは肯定的であるが、立憲 Aは相談や支援に

とどめている。 

③性教育に対する政治の影響についての考え 

今回共産 Bの記述が非常に長く、過去から現在

までの歴史状況を述べつつ与党への批判がなさ

れていた。他方で、自民は「過去の経緯にとら

われることなく」と対照的表現であった。 
5.考察と政策提言 

 CSE は「人権」という立場から推進されており、

本来は政党の立場に関わらず、協働し課題を解決

しつつ推進した方が多くの人達の人権が保障され

幸福につながると考えられる。しかし、与党側か

らの返答は自民 1人しかなく、しかも「慎重に」

という言葉が 3回使用されるなど消極的立場であ

ることが示された。またバックラッシュに対する

共産からの与党批判が明確に見られ、自民、共産

で対照的な意見になっている。推進しない理由の

存在よりも「政治的対立」や「利害関係者」の存

在が推進をとどめていることが記述全体から見え

てきた。これらのことを踏まえ大きく 3つの打開

策を提言する。 

⑴ CSE の効果の教育現場等からの発信 

学習指導要領を超えたとしても CSE に基づく性教

育のモデル授業を実践し、その評価を積み上げて

いくことである。実際にある東京の中学校では産

婦人科医によるモデル授業を実施し高評価を受け

ている。Youtube でも CSE に基づく性教育を発信

している人が多くの支持を受けている。特に教育

機関で、歯止め規定にこだわらない先進事例の効

果の発信は波及効果があり、CSE 推進のための地

固めになると思われる。 

⑵ CSE 推進の「公共圏」の創出 

「政治無関心層」や「投票の多い中高年層」にお

いて CSEに賛同できる潜在者が CSE を推進する立

候補者に投票できるように SNS、メディアを中心

とする「公共圏」を作り情報発信をする。CSE の推

進に賛同する市民団体、研究者、研究機関の活動

等も「公共圏」で発信してもらい実際の行動にも

つなげ CSE 政策が国会で通るようにする。 

⑶ CSE を推進する政治家の育成や進出 

CSE の推進やジェンダー平等を公約にする政治家

をクラウドファンディングなどで財政的支援し、

送り込むことである。現実に実施されているが政

治塾やプロジェクトを立ち上げ、女性政治家など

を育成し、国会に進出させ CSE 導入を実現させる

ことである。 
参考文献 

猪瀬優理. (2008). 性教育をめぐる政治と文化. 北
海道大学文学研究科紀要, 125, 135-左. 

自由民主党 立憲民主党A 立憲民主党B 日本共産党A 日本共産党B

包括的性教育に対する
考え

実際の教育現場に
様々な課題が多く、
慎重に議論。

推進するべき。
年齢に応じて早期か
ら行うべき。

国際水準に合わせた
包括的性教育の導入
が必要。

世界水準の包括的性教
育が必要。

日本の性教育の目的と
して大切にすべきこと

今の時代に即した正
しい性の理解。

性に関する正しい知
識を学び、性の自己
決定ができること。

・「リプロダクティ
ブ・ヘルス/ライ
ツ」の理解。
・人権尊重

・「リプロダクティ
ブ・ヘルス/ライ
ツ」の保障。
・人権尊重。

・人権尊重

歯止め規定

国際セクシュアリ
ティ教育ガイダンス
に沿って正しく理解
を深めていくべきだ
が、様々な課題があ
るため、慎重に進め
るべき。

女性が不利益を被る
ことのないように
歯止め規定を再考す
べきとの有識者の意
見を受け止め、環境
整備に向け議論すべ
き。

・一定の配慮のもと
で自らの身体に関す
る理解の推進を図る
べき。

・なくすべき。

・なくすべき。学習指
導要領が性教育の足か
せになっていることを
政府は認識すべき。

生命の安全教育の評価 評価する。

推進発展させていく
ことに賛同。
包括的性教育を推進
するべき。

実施を通じて、包括
的性教育の実施につ
なげるべき。

不十分。生命の安全
教育は包括的教育と
は異なるもの。

実践的で大切な内容。
進んで積極的で肯定的
に捉えた教育へ充実・
前進させるべき。

避妊具や緊急避妊ピル
へのアクセス

慎重に議論を重ねる
べき。

自己決定のための知
識を深めさせ、性に
関わる相談に乗る取
り組みを進めるべ
き。

・性に関わる相談に
乗るべき。
・包括的な支援の提
供が必要。

実現すべき。

・実現すべき。
・中絶薬を安価で入手
しやすくし、中絶医療
を国際水準まで高める
べき。

過去の経緯にとらわ
れないで、今後につ
いて慎重に議論。

・「政治」が自己決
定のため、正しい知
識を得ることを妨げ
てはならない。
・包括性教育の推進
と学校での教育が必
要。

・政治が性教育を委
縮させた。
・包括的性教育など
が必要であり政治は
責任を果たすべき。

その通りだと思う。

・自民党が発足させた
「過激な性教育」調査
プロジェクトチームに
より、性教育を妨害し
た過去があり、政治の
責任は重大。・現在も
首相が党の質問に対
し、「学習指導要領」
に基づき指導し、包括
的性教育の導入に反対
と答弁している

③性教育に対する政治の影響についての考え

②日本と国際水準との乖離に
対する考え
・歯止め規定

・生命の安全教育の評価
・避妊具や緊急避妊ピルへの

アクセス

①日本の性教育のあり方に対
する考え
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京都駅におけるソフト面からのバリアフリー 
‐障がい者視点からの動画埋め込み型マップ Guide for You & I の提案‐ 
 

同志社大学政策学部 野田ゼミＢ班 

○石黒 柚花（YUKA ISHIGURO）・大艸 能都（YOSHITO OKUSA）・荻野 龍汰（RYUTA 

OGINO）・繁森 彩（AYA SHIGEMORI）・野下 陽平（YOUHEI NOSHITA）・ 

原 百香（MOMOKA HARA）・肥後 龍斗（RYUTO HIGO）・藤田 怜（REI FUJITA）・ 

三長 茉桜（MAO MINAGA） 

（同志社大学政策学部政策学科） 
キーワード：ソフト面のバリアフリー、京都駅、動画埋め込み型マップ 

 

1. はじめに 

日本では、1970 年に心身障害者対策基本法、

1993 年に障害者基本法、2000 年に交通バリアフリ

ー法、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する

法律が施行され、2006年にはハートビル法と交通

バリアフリー法を統合・拡充したバリアフリー新

法が策定された。京都市でも 2002 年に高齢者や身

体に障害のある方などが安全に移動できる交通環

境を整えるため、京都市交通バリアフリー全体構

想を策定した。しかしながら、バリアフリー施策

は、段差解消やエレベーター設置等のハード面の

整備が依然中心であり、一般にバリアフリーとい

う場合にはみなハードを想起するのが現状である。

ところが、いくらハードが整っていてもソフトが

適切に機能しなければハードの利用は円滑になさ

れない。このような問題関心から、本研究では、

京都駅を対象に、誰もが知るバリアフリーについ

て現状をアンケートやインタビューで再点検し、

障がい者視点からの動画埋め込み型マップの有効

性を検証することを目的とする。 

 

2．京都駅のバリアフリーの再点検 

2.1. アンケート調査 

京都市の玄関口である京都駅は、バリアフリー

移動等円滑化基本構想で重点地区に設定されてお

り、駅、自由通路、駅前広場や駅周辺の道路など

のバリアフリー化を重点的、一体的に推進してい

くための基本的事項を定めている。そもそもバリ

アフリーとは、生活の中で不便を感じること、様々

な活動をしようとする際に障壁になっているバリ

アを解消することを指す。バリアには、①物理的

バリア、②制度的なバリア、③文化・情報面での

バリア、④意識上のバリアに区分することができ

る。①物理的なバリアは、バリアフリーのハード

面に関するもので、法律や条例の制定に伴い進展

してきている。京都駅でも、エレベーター・エス

カレーター・点字ブロック・点状ブロック・昇降

機・多機能トイレ・多機能インターホン・ホーム

ドア・スロープなど、さまざまなハード面の設備

が整っている。一方で、ソフト面に関する取り組

みは、視覚障害者や車椅子利用者に対する声かけ、

移動の補助、交通サポートマネージャーとして認

定された駅係員の配置、障害のある方の特性など

をふまえた「お客様接遇マニュアル」の作成およ

び教育・研修の実施等であり、駅係員の介助が主

であった。ソフト面からのバリアフリーを促進す

るためには、駅係員による手助けだけでなく、意

識上のバリアの解消につながるような一般の利用

者の行動も重要な要素となる。そこで、駅利用時

のバリアフリーに対する意識調査を行った（対象：

368 名、10 月 18日～19 日実施）。 

結果、「駅にいる身体障がい者の方を意識したこ

とはあるか」、「困っている身体障がい者の方を駅

で見かけたら手助けをしようと思うか」という質

問に対して 9割近くが肯定的な回答である一方、

駅での障がい者への手助けの経験は３割弱にとど

まり、７割が経験なしであった。手助けの気持ち

はあっても率先して手助けするまでの心理的ハー

ドルが日本人にはまだ高い状況がわかる。 

 

2.2. インタビュー調査 

 さらに深掘りするために、実際に京都駅を利用

する障がい者（視覚障がい者、聴覚障がい者、肢

体不自由者）に対して京都駅構内のバリアフリー

に関する問題についてインタビュー調査を実施し、

以下の回答が得られた。 
表 1 インタビューの結果概要 

①視覚障がい者 

・ハード面にはある程度満足している 

・駅係員に頼ることがすべてであるため、人件費を拡大して介

助する駅員を増やしてほしい 

②聴覚障がい者 

・障がい者に対する配慮がなされない対応に困惑する 

・最近は Twitter や駅構内の文字掲示板で情報を得ることが

できるため、普通に駅を利用する分には困ることは特にない 

③肢体不自由者 

・駅で一般の利用客に助けを求めて断られたことはないが、歩

きスマホをしている人には事故の危険性があることを理解

ほしい 

・普段あまり利用しないため、現在ある表示だけではエレベー

ターの位置がわかりにくい 

・エレベーターや多機能トイレの位置がすぐにわかるような

マップがない 
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以上のように、意識上のバリアへの不満だけで

なく、文化・情報面でのバリアとして、表示不足

や案内不足を強く問題視していることが明らかに

なった。JR西日本による啓発活動や小中学校での

福祉教育などもなされているが、意識上のバリア

解消の効果が現れるまでには時間がかかる。一方、

先述のとおりアンケートでは自発的手助けの低い

実施率が明らかになったが、一般利用客への手助

け依存でなく、駅を利用する障がい者の行動の自

由度を拡げる情報面でのバリア解消が必要である。

こうしたことから Guide for You & I を提言する。 

 

3． Guide for You & I 
交通バリアフリー基準（2018 年改正）に基づ

くバリアフリールートの複数化と乗り継ぎの円滑

化に対応した JRのマップが作成されているもの

の、京都駅構内は非常に複雑でマップが利用者視

点になっていないためインタビューではほとんど

の障がい者が見にくいと述べていた。本研究で提

案する Guide for You & I は、各番線と紐づいた

QR コードを読み取り動画を表示し、エレベータ

ーや改札口等の位置を字幕と音声で紹介しつつ、

バリアフリールートを表示する障がい者目線の動

画埋め込み型マップである。京都駅には紙媒体で

配置し京都市や JR の HP でも掲載する（図 1）。 

視覚障がい者は駅員の手助けを基本とし、聴覚

障がい者は困ることが少ないというのがインタビ

ューの結果であった。このため、本提言の主たる

対象は肢体不自由者とし、車いす利用の視点から

目的地までの障壁や回避ルートが手にとるように

わかる動画とした。また、車いす利用時に両手が

ふさがり画面を見ることができなくても利用でき

るよう音声案内を付けた。当マップは、障がい者

の自由な行動の支援、手助けする人が容易にマッ

プで案内できること、配慮がなされた駅をもつ京

都市民の誇りを喚起するというメリットがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 1 Guide for You & I 

 

4． Guide for You & I の有効性の検証 

4.1. 比較評価アンケート 

JR 提供の構内図と Guide for You & Iの比較

評価アンケートを実施した(期間：10月 21日～

24 日、対象：肢体不自由者＋その他)。Guide 

for You & I を既存のものと比較してわかりやす

さは５点満点中 3.9、使用したいという人は 3.8

と高い評価が得られた。なお、回帰分析を行った

ところ、理解しやすさや使用ニーズに対して年

齢、性別、京都市民、ルート利用有無は有意な影

響がなかったため、これらの属性とは関係なく、

マップへの高評価が得られているといえる。 

 

4.2. 実地体験インタビュー 

京都市肢体不自由者協会の協力のもと 10月 20

日に京都駅にて、従来のマップと Guide for You 

& I を用いて指定場所までの移動の実地体験を行

ってもらいインタビューで評価してもらった。結

果は、京都駅をあまり利用しない人において本マ

ップの有効性が非常に高く評価された。特に在来

線 2～10 番線に行く際にエレベーターが見つけに

くい現状があるが、動画では目印を確認でき、見

つけやすいと好評であった。 

10 月 22日には、車いす利用の同志社大学生・

大学院生に対してインタビューを実施し、あらか

じめバリアフリールートを正確に確認できる、床

の表示も確認できる、複数の駅係員に質問するこ

となくマップを用いて目的地までスムーズに移動

できるとたいへん好評であった。 

 

 

 

 

 

 

 
図 2 京都駅での調査のようす 

 

5． 課題と展望 

 動画埋め込み型マップは、目的地まで迷うこと

なくスムーズな自立的移動を可能とするソフト面

でのバリアフリーを促進するもので、情報バリア

の解消を通じて、エレベーターや段差といったハ

ード面のバリアフリーがようやく機能すると理解

できる。本政策の実施にかかる予算は、動画作成

費や印刷費などを含め、数十万円で可能であり、

京都市の職員が内製化することも可能と考える。 

高齢者がスマートフォンの扱いが困難という課

題もあげられるが、はじめに操作方法を支援すれ

ば対応できると思われる。以上、Guide for You 

& I はソフト面のバリアフリー化を推進し、駅を

はじめとした京都の公共空間をすべての人が快適

に過ごせる場所にするものと考える。 

 
参考文献 

・高橋儀平（2020）．「日本におけるバリアフリーの歴史」
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歩行者を事故から守る 
 

龍谷大学政策学部石原ゼミナール「交通事故対策班」 

池成 大聖（Ikenari Taisei）・○小林 優樹（Kobayashi Yuki）・丸茂 大悟（Marumo  

Daigo）・高橋 美結(Takahashi Miyu)・餅原 彩(Mochihara Aya) 

（龍谷大学政策学部政策学科） 
キーワード：歩行者、交通、交通事故 

   

1. 研究の背景・目的 

近年、子どもや高齢者等歩行者が犠牲になる交

通事故が目立つ。表 1は、京都府警察交通事故発

生状況(令和 3年中) である。これによると、京都

府内における交通事故の発生件数は、令和元年が

5,183 件、令和 2年が 4,118 件、令和 3年が 3,859

件と年々減少している。また、死者数は、令和元

年が 55 人、令和 2 年が 49 人、令和 3 年が 51 人

と横ばいである。このことから交通事故の発生件

数が減少しているにも関わらず、死者数は減少し

ていないのが現状である。 

また、図 1 は京都府警察交通事故発生状況(令

和 3年中)の状態別死者数である。これによると、

令和 2年、令和 3年ともに歩行中が最も多いこと

が分かる。 

 私たちは、道路形状においては交差点と横断歩

道がある場所、気象要因においては雨の日、用途

地域においては住宅地で交通事故が多いのではな

いかと仮説を立てた。その仮説のもと、歩行者を

守り、交通事故による被害を最小にすることを目

的として道路形状や気象要因、用途地域に焦点を

当て調査を行い、交通事故の被害を減らすための

政策提案を行う。 

 
表 1 京都府警察交通事故発生状況(令和 3年中) 

 
（京都府内の発生状況より作成） 

 

 
図 1 京都府警察交通事故発生状況(令和 3年中) 

（状態別死者数より作成） 

  

2. 研究の方法 

京都府警察犯罪・交通事故情報マップを用いて

分析を行った。私たちは負傷事故も死亡事故にな

りかねないと考え、調査対象を死亡事故と負傷事

故とした。期間は 2021 年 9 月 1 日から 2022 年 9

月 1日までとした。分析する範囲は我々の通う龍

谷大学が位置する京都市伏見区とし、それぞれの

事故地点の特徴についてストリートビューを用い

て確認を行った。 

 気象要因については、気象庁の過去の気象デー

タを用いて同期間の天気を調べる。天気は、晴れ、

曇り(雨)、曇り(晴)、雨、みぞれ(雪)の 5つに分

類した。 

 用途地域については、京都市計画情報等検索ポ

ータルサイトを用いてそれぞれの事故地点と重ね

合わせ、第 1種第 2種低層住居専用地域、中高層

住居専用地域、住居地域を住宅街、近隣商業地域、

商業地域を商業地域、準工業地域、工業地域、工

業専用地域を工業地域と定義し調査を行った。 

 

3. 研究結果 

3.1 道路形状 

 調査対象期間内に伏見区で起こった死亡事故と

負傷事故は 83 件あった。図 2 は仮説ごとに事故

件数をまとめたものである。その結果、伏見区で

は交差点の手前での交通事故が一番多く発生して

いることがわかった。横断歩道の有無については、

横断歩道がある場所での歩行者事故が多いという

ことがわかった。 

 

 
図 2 京都市伏見区事故件数（総数 83件） 

 

区分/年別 令和元年 令和２年 令和３年                 前年比

発生件数 5,183 4,118 3,859 -259 -6.30%

死者数 55 49 51 2 4.10%

負傷者数 6,071 4,699 4,408 -291 -6.20%
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3.2 気象要因 

気象要因を調査した結果、2021 年 9月 1日から

2022年 9月1日の間で歩行者の関係した事故で曇

り(雨)、雨、みぞれ(雪)の雨の降った事故数を抽

出した。伏見区のこの期間の歩行者事故総数が 83

件なのに対し、雨が降った日は 48 件であり約 58%

に相当する。大阪管区気象台による京都市の平均

1年間での雨の日数が40％前後であることを考え

ると雨が降った曇り(雨)、雨、みぞれ(雪)の日の

方が事故の発生が多いということが分かった。 

 

3.3 用途地域 

 用途地域を調査した結果、伏見区全体 83 件の

内、住居地域は 43 件(51％)、商業地域は 24 件

(28％)、工業地域は 12 件(14％)であった。この結

果から、交通事故が起こる場所は住居地域が半数

を占めているということが分かった。 

 

4. 今後に向けての政策提案 

調査分析により、交差点の手前かつ横断歩道で

の事故が多いということがわかった。そのため、

横断歩道付近での車のスピードを減少させること

が有効であると考える。その方法として以下を挙

げる。 

 

4.1 スピードバンプ 

 横断歩道付近において、走行中の自動車の速度

を減速させるために、横断歩道の手前にスピード

バンプを設置することが有効であると考える。住

宅街が半数を占める伏見区では、住宅街ある交差

点の手前や、横断歩道のある道路に設置するべき

である。事故の多い地点の横断歩道にスピードバ

ンプを設置することによって、横断歩道付近の歩

行者事故を減少させることに繋がると考える。 

 

4.2 3D 横断歩道 

 横断歩道付近での歩行者事故減少を促す手段と

して、もう一つあげられるのが 3D 横断歩道であ

る。3D 横断歩道とは、トリックアートを用いた立

体的に見える横断歩道のことである。(京都産業大

学 2021) 実際、海外で交通事故が多発する街で

横断歩道を3Dで描いたところ平均車速 30km/h ま

で下がったという報告がある。（Soumya Pillai 

2016）このことから伏見区内の住宅街などで、こ

の 3D 横断歩道を用いることにより、歩行者事故

の減少を期待することができると考える。 

 

4.3 道路鋲 

 横断歩道の視認性を上げることも重要である。

横断歩道を自動車等に認識させるため道路鋲を設

置することが有効だと考える。道路鋲とは、交差

点などの視認性を高めるため、路面に埋め込む金

属製の鋲の事である。これを利用して雨の日や夜

間の事故の減少を目的とする。 

 

5. おわりに 

 横断歩道付近の交通事故を減少させることを目

的とした、スピードバンプ、3D横断歩道、及び道

路鋲は、歩行者事故減少への大きな要因になると

考えられる。また、いずれの政策提案も単発的に

取り組むのではなく、全てを総合的に取り組むこ

とで交通事故の被害を減らすことが出来ると考え

ている。今後更に横断歩道付近の事故減少に様々

な手段で取り組むことによって、事故の減少、負

傷者の減少につながることを期待する。 
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